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平成３０年２月２１日 

法務省矯正局 

 

 

 民間競争入札実施事業 

刑事施設における総務業務の実施状況について 

 

 

Ⅰ 事業の概要 

 

１ 委託業務の内容 

   府中刑務所及び立川拘置所における総務業務（以下「本業務」という。） 

 

２ 実施期間 

平成２６年１０月１日～平成３１年３月３１日 

 

３ 受託事業者 

株式会社アール・エス・シー（グループ：株式会社セノン） 

 

 ４ 受託事業者決定の経緯  

（１）入札スケジュール等 

ア 当初入札（１回目） 

 ・ 入札の方式   総合評価落札方式 

    ・ 入札公告    平成２６年２月１４日 

    ・ 入札説明会   平成２６年２月２１日 

    ・ 提案書提出期限 平成２６年５月 ２日 

    ・ 開札      平成２６年６月 ４日（不落） 

・ 入札参加者数  ２者 

 

イ 再度公告入札（２回目） 

 ・ 入札の方式   総合評価落札方式 

    ・ 入札公告    平成２６年７月１０日 

    ・ 提案書提出期限 平成２６年７月１５日 

    ・ 開札      平成２６年８月 ５日 

・ 入札参加者数  ２者 

  

（２）経緯 

資料１ 
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    本業務の民間競争入札については，上記（１）アの日程で，入札参

加資格を有する２者の参加を得て実施したところ，複数回の入札を行

っても予定価格の制限に達した価格の入札がなかったことから，入札

不調となった。 

    また，入札後，入札参加者に対して質問したところ，当該入札条件

において，これ以上，価格を下げることは困難である旨の回答を受け

た。 

    このため，入札条件の見直し（夜間及び休日の運転業務を削除）を

行い，入札実施要項案を官民競争入札等監理委員会（平成 26 年 7 月 7

日）に付議した上で，上記（１）イの日程で，再度公告入札を実施し

た。 

再度公告入札に参加した２者の入札価格は，いずれも予定価格の範

囲内であったところ，提案書の評価点及び入札金額に基づく総合評価

点が高かった上記３の受託事業者が落札者となった。 

 

 ５ 本業務の実施経緯及び目的 

   従前，総務系業務の民間委託は，単年度契約であったことから，業務

の習熟が一定程度図られた段階で契約期間が終了し，新たに入札を行う

こととなること，また，最低価格落札方式による競争入札であることか

ら，業務量自体は変わらないにもかかわらず，契約金額のみが低減する

結果となるため，一定程度以上に業務の質が向上しない状況があった。 

   このため，複数施設を対象として，複数年契約で業務を実施すること

で，民間事業者の創意と工夫が発揮され，業務水準の低下を抑えるとと

もに，質の高い業務が遂行されることを期待し，競争の導入による公共

サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「法」と

いう。）に基づく民間競争入札を，総合評価落札方式により実施すること

とした。 

刑事施設の総務業務の一部を民間競争入札の対象として，民間委託を

拡充することにより，その分，刑務官は，被収容者の処遇に注力するこ

とができるため，結果として，公共の安全と秩序の維持，社会の保護，

公共の福祉の増進といった目的の達成にもつながるものである。 

 

６ 本業務の委託対象業務 

  本業務において，民間委託の対象となる業務の内容は，下表のとおり

である。 
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大項目 中項目 要求水準 

業務実施体制 
共通事項 

・施設の保安に係る情報及び個人情報を漏えいしないこ

と。（指標：年間 0件） 

業務実施体

制 

・総括業務責任者（本業務全体を総合的に把握し調整を行

う者）1名を置くこと。 

・対象施設ごとに，業務責任者（各業務を総合的に把握し

調整を行う者）1名を置くこと。 

 

大項目 中項目 小項目 業務細目 

庶務 

庶務事務 

文書の処理 
公文書類等の発受，発送・回付，編集

及び保存（メールを含む） 

郵送物の処理 郵送物の受理・確認・回付・送付 

その他事務支援 簡易的な事務支援 

受付 
電話対応 電話の受付・交換 

窓口対応 来訪者の受付，関係部署への連絡 

会計 

領置事務 

領置物品の管理

（領置金を除

く） 

入出所時の領置物品の確認（※） 

領置物品管理システム入力 

保管・出納管理（※） 

差入れ 

差入の受付，外部への交付（※） 

領置物品管理システム入力 

関係書類の作成 

用度 
環境整備 

清掃 清掃の実施 

植栽 植栽管理，環境整備の実施 

運転 

自動車運転（作業業務に係る車両を除

く） 

車両点検，整備 

その他 

（※）は，競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号）

第３３条の３に規定する特定公共サービス 

 

Ⅱ 確保されるべき対象公共サービスの質の確保の状況及び評価 

 

１ 確保されるべき質 

  本業務の民間競争入札の実施に当たり，次のとおり，対象公共サービ

スの質を設定した。 

  ・ 本業務の実施に当たっては，関係法令を遵守し，信義誠実をもっ
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て履行するものとする。 

  ・ 本業務の実施に関して確保されるべき公共サービスの質を確保す

るため，「委託業務の内容」の「要求水準」を遵守すること。 

    ただし，本要求水準は，国が要求する最低限の水準であり，当該

水準を上回る水準を確保できる場合には，そのような実施を妨げる

ものではない。 

 

２ 確保されるべき質の達成状況（平成２６年度～同２８年度） 

（１）業務実施体制等 

・ 総括業務責任者各１名を置き，業務を総括させた。 

・ 対象施設ごとに，業務責任者各１名を置き，各施設に常駐させ

た。 

・ 施設の保安に係る情報及び被収容者の個人情報の漏えいは発生し

ていない。 

 

（２）モニタリング 

   本業務においては，業務の履行確認のため，モニタリング制度を採

用しているところ，民間事業者の責めに帰すべき事由により，要求水

準の内容を満たしていないと判断される場合等において，入札実施要

項別紙３に定める「対象となる事案」が発生した場合には，違約金を

賦課し，また，同別紙３に定める「減額ポイントの対象となる主な事

実」に該当する事象が発生し，同ポイントが一定点数（５０点）以上

蓄積された場合には，所定の減額率に基づき計算した金額を四半期の

委託費から減額することとしている。 

  また，民間事業者が，「要求水準等に定める範囲の事務について，特

に優れた業務遂行により，刑務所施設の良好な運営に寄与した場合」，

「要求水準等に定める範囲を超える貢献により，刑務所施設の良好な

運営に寄与した場合」及び「その他特段の事情がある場合」には，各

事実の発生１件につき最大１０点の範囲内で，減額ポイントを軽減で

きることとしている。 

  違約金の賦課又は減額ポイントの蓄積による委託費の減額，減額ポ

イントの計上状況及び民間事業者の功績による減額ポイントの軽減状

況は，以下のとおりである。 

 

ア 違約金の賦課又は減額ポイントの蓄積による委託費の減額 

   該当なし 

 



5 

 

イ 減額ポイントの計上状況 

年度 計上点数 事案 

平成２６年度 １点 
・持込制限物品の持込み 

・システム入力の過誤又は失念 

平成２７年度 ６点 

・文書の紛失 

・システム入力の過誤 

・領置物品の紛失 

・領置物品の誤交付 

・官用車事故（物損） 

平成２８年度 ９点 

・システム入力の過誤 

・官用車事故（物損） 

・書類等への誤記載 

・領置物品の誤交付 

・文書の紛失 

 

ウ 民間事業者の功績による減額ポイントの軽減状況 

年度 軽減点数 事案 

平成２６年度 － 該当なし 

平成２７年度 ２点 
・業務範囲を超える清掃の実施 

・その他の貢献 

平成２８年度 ４点 

・書類の誤記載の発見 

・業務の効率化に資する実施方法の改善に係る提案 

・業務範囲を超える除草作業の実施 

 

３ 民間事業者からの提案に関する実施状況 

  本業務の民間競争入札に当たり，受託事業者から提出のあった提案書

において，「構外清掃従事者については，矯正施設出所者の就労支援につ

いても取り組む」旨の提案がなされている。 

  本提案については，受託事業者は，対象施設以外の事業所で矯正施設

出所者を雇用し，清掃業務に従事させている。 

  対象施設の業務従事者としての雇用は実現していないものの，受託事

業者により，このような取組が行われていることは，現在，刑務所出所

者の再犯防止施策の充実が求められている中で，意義深いものである。   

 

４ 対象施設職員へのヒアリング 

  対象施設の職員を対象に，本業務の実施状況をどのように捉えている
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のか，ヒアリングを行った。 

 

区分 意見等 

全般 実施状況 ・ 特段，大きな問題なく，業務を実施している。ただし，国職

員でも発生させるようなミスは，日々発生している。（府中） 

メリット ・ 労務管理に係る負担が軽減されること，事業期間が比較的長

いため，民間職員の業務の習熟が進むことが，本業務のメリッ

トであり，助かっている。（府中） 

・ 本業務の事業期間は５年間であるが，同一の事業者に，比較

的長く継続して業務を実施してもらえるのはありがたい。毎年

度，職員を雇用する手間も省けている（本業務とは別に，賃金

職員を雇用しているが，労務管理・給与計算が手間である。）。

（立川） 

受付業務 実施状況 ・ 委託業務を国職員が手助けすることができないので，民間ス

タッフがフル回転で実施しているが，大きな問題なく実施され

ている。（府中） 

・ 民間職員が長続きせず，入れ替わりが多い。（立川） 

・ 厳しいセキュリティ体制など刑事施設の特有の事情を知って

離職する者や，専門用語に付いていけない者が多い印象である。

（立川） 

領置業務 実施状況 ・ 特に問題なく，実施されている。（府中） 

・ 官民の業務分担を明確化し，国職員は，何らかの許否判断を

伴う事務及び保安上の検査を担当している。（府中） 

・ 昨年度，民間職員２名が退職した際には，新人だけでこなせ

る業務ではないため，業務責任者が自ら応援に入り，事務処理

等を行っていた。（立川） 

・ 細かい過誤が多く，業務の効率化など本業務のメリットもあ

るが，過誤の事後処理にかかる負担も増えている。過誤が発生

する原因として，民間職員に保安意識や当事者意識が欠如して

いることが考えられる。（立川） 

デメリット ・ 領置業務は，国の許否判断が絡む部分もあり，国の業務と不

可分な面もあるため，会計課は，被収容者の処遇に携わる部署

（処遇部門）と民間事業者との板挟みになることが多い（保管

私物に関する事務は，委託業務の範囲外であるが，処遇部門か

ら会計課に，実施を求められる。）。（立川） 

運転業務 実施状況 ・ 事業者との間で取り決めた時間帯以外の時間帯の運転であっ
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ても，柔軟に実施してくれている。（府中） 

清掃業務 実施状況 ・ 屋外の清掃範囲にあいまいな部分があり，毎年，事業者と確

認している。（府中） 

・ 清掃業務については，特に問題なく実施されている。（立川） 

 

 ５ 評価 

   モニタリングについては，本業務の実施に当たり，違約金の賦課及び

減額ポイントの蓄積による委託費の減額は発生していない。    

本業務の実施に当たり，領置物品の誤交付やシステム入力の誤りなど

の事務処理上の過誤に対し，減額ポイントが計上されている一方で，民

間事業者の功績（領置物品の効率的な保管に関する業務改善の提案等）

により，減額ポイントの軽減も行われている。 

また，現地職員からのヒアリングでは，事務処理等の過誤や民間職員

の離職（立川拘置所）に係る意見があった一方で，対象施設における労

務管理に係る負担の軽減，民間職員の業務の習熟が進んでいる状況など，

本業務のメリットに係る意見も示された。 

加えて，入札時に提案のあった出所者の雇用が実現している状況が認

められる。 

このため，本業務全体としては，国の求めるサービスの質が確保され，

誠実に実施されていると評価できる。 

 

Ⅲ 実施経費の状況及び評価 

本事業の契約金額５５０，２６０千円と，国が実施する場合の想定経費

（平成２５年度の業務実施に要した経費から算出）６０４,４８０千円を比

較したところ５４，２２０千円（対従来経費比８.９７％）削減されており，

民間競争入札導入の効果があったものと評価できる。 

 

 国が実施する場合の 

想定経費（平成 25 年度

実績） 

契約金額 対従来経費比 

単年度 １２０，８９６千円 １１０，０５２千円 
８．９７％削減 

事業期間合計 ６０４，４８０千円 ５５０，２６０千円 

 ※ 再度公告入札においては，入札実施要項に定める委託業務から，夜間及び休日の

運転業務を削除し，国職員が同業務を実施することとしたが，国職員は，勤務時間

変更又は休日振り替え等により同業務を実施することから，表中の「国が実施する

場合の想定経費」に影響を及ぼすものではない。 
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Ⅳ 評価のまとめ 

本業務は，法第３３条の３に規定する特定公共サービスを含むものであ

るが，上記Ⅱ及びⅢのとおり，公共サービスの質の維持及び経費削減の点

で，効果を挙げているものと評価できる。 

本業務の第２期事業に係る民間競争入札については，厳しい財政事情の

中，当該入札の実施に係る複数年度の予算の確保が困難な状況であること，

また，本業務の開始前に比べ，刑事施設の収容人員が減少しているところ，

国職員の配置及び本業務以外の業務委託等を見直すことにより，現状の人

員体制で，本業務の委託対象業務を実施することも可能な状況となってい

ることから，来年度の実施を見送ることとし，将来的に，対象施設及び委

託業務の内容の見直しを行った上で，再事業化の可能性を検討していくこ

ととしたい。 


